
北本市議会 議会報告会（第 ４５ 回） 次第 

令和 ７年 ７月 26 日 (土) 

午前 ９時 30 分から 西部公民館 

 【司会進行】 広報広聴副委員長  

 

1  開 会    広報広聴委員長 

2  あいさつ  議 長  

３ 各議員による自己紹介 

４  議会報告会の進め方について 

５  【第 1 部】 臨時会・定例会の報告 

（１） 令和７年第２回臨時会・令和 7 年第２回定例会の報告 

ア 臨時会、先議・追加議案及び議案３８号等の審議概要  議会運営正副委員長 

イ 委員会付託議案の審議概要 

▷ 予算決算常任委員会の審議概要   予算決算常任正副委員長 

▷ 総務文教常任委員会の審議概要   総務文教常任正副委員長 

▷ 建設経済常任委員会の審議概要   建設経済常任正副委員長 

ウ 議員提出議案等の審議概要   議会運営正副委員長 

（２）質疑応答 

６ 【第 2 部】 意見交換会 

７  閉 会 
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令和７年第２回臨時会 

議案の概要 
議案 
番号 件    名 要     旨 

３５ 専決処分の承認を求めるこ

とについて（北本市税条例

の一部改正について） 
（総務部税務課） 

１ 趣旨  
  地方税法等の一部改正に伴い北

本市税条例の一部を改正する必要

があることから、地方自治法第１

７９条第１項の規定により専決処

分したので、同条第３項の規定に

より報告し、承認を求めるもの 
２ 内容 
 ⑴ 軽自動車税種別割の税率区分

の見直し（第８２条） 
 ⑵ 特定マンションに対する固定

資産税の減額措置に係る申告手

続の見直し（附則第１０条の

３） 
 ⑶ 規定の整備（第３６条の２ほ

か） 
３ 施行期日等 
 ⑴ 施行期日（附則第１条） 
   令和７年４月１日 
 ⑵ 経過措置（附則第２条ほか） 

３６ 専決処分の承認を求めるこ

とについて（北本市国民健

康保険税条例の一部改正に

ついて） 
（こども健康部保険年金課）  

１ 趣旨  
  地方税法施行令の一部改正に伴

い北本市国民健康保険税条例の一

部を改正する必要があることか

ら、地方自治法第１７９条第１項

の規定により専決処分したので、

同条第３項の規定により報告し、

承認を求めるもの 
２ 内容  

 低所得者に係る国民健康保険税

の軽減判定所得の見直し（第２２

条） 
３ 施行期日等 

⑴ 施行期日（附則第１項） 
  令和７年４月１日 
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令和７年第２回臨時会 

 ⑵ 経過措置（附則第２項） 
３７ 監査委員の選任について 

（政策推進部市長公室） 
 議員のうちから選任する監査委員

に櫻井卓氏を選任するため議会の同

意を求めるもの 
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令和７年第２回臨時会 

報告の概要  
報告 
番号 件    名 要     旨 

２ 専決処分の報告について（北

本市都市計画税条例の一部改

正について） 
（総務部税務課） 

１ 概要 
  地方税法等の一部改正に伴い

当然に必要とされる規定の整備

について、地方自治法第１８０

条第１項の規定により専決処分

したので、同条第２項の規定に

より報告するもの 
２ 専決処分の日 
  令和７年３月３１日 

３ 専決処分の報告について（和

解をし、損害賠償の額を定め

ることについて） 
（こども健康部健康づくり課） 

１ 概要 
令和７年２月２０日（木）午

前１０時頃、北本市中丸１丁目

３１番地において、市公用車を

駐車しようとしたところ、相手

方宅雨樋と接触し、当該雨樋を

損傷させた事故に関し、和解を

し、損害賠償の額を定めること

について、地方自治法第１８０

条第１項の規定により専決処分

したので、同条第２項の規定に

より報告するもの 
２ 損害賠償の額 

５９，４００円 
３ 専決処分の日 

令和７年３月２７日 
４ 専決処分の報告について（和

解をし、損害賠償の額を定め

ることについて） 
（都市整備部都市計画課） 

 

１ 概要 
  令和７年４月４日（金）午後

３時５９分頃、北本市大字下石

戸下５１３番地４０において、

市公用車を駐車しようとしたと

ころ、相手方宅フェンスと接触

し、当該フェンスを損傷させた

事故に関し、和解をし、損害賠

償の額を定めることについて、

地方自治法第１８０条第１項の
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令和７年第２回臨時会 

規定により専決処分したので、

同条第２項の規定により報告す

るもの 
２ 損害賠償の額 
  ３３５，５００円 
３ 専決処分の日 
  令和７年４月２４日 
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令和７年第２回定例会 

議案の概要 
議案 
番号 件    名 要    旨 

３８ 第六次北本市総合振興計画

基本構想について 
（政策推進部政策推進課） 

総合的かつ計画的に市政を運営す

るため、令和８年度から令和１７年

度までを計画期間とする基本構想の

策定について、北本市議会基本条例

第１７条第１項第１号の規定により、

議会の議決を求めるもの 
３９ 北本市税条例の一部改正に

ついて 
（総務部税務課） 

１ 趣旨 
  地方税法等の一部改正に伴い、

個人市民税の特定親族特別控除創

設に伴う控除の追加等をするとと

もに、規定の整備をするもの 
２ 内容 

⑴ 個人市民税の所得から控除す

べき額に特定親族特別控除額を

追加（第３４条の２ほか） 
⑵ 加熱式たばこに係るたばこ税

の課税標準の特例の追加（附則

第１６条の２の２） 
⑶ 公示送達制度の見直し（第１

８条・第１８条の３） 
３ 施行期日等 

⑴ 施行期日（附則第１条） 
令和８年１月１日ほか 

 ⑵ 経過措置（附則第２条・附則

第３条） 
４０ 北本都市計画事業久保特定

土地区画整理事業施行に関

する条例の一部改正につい

て 
（都市整備部久保土地区画

整理事務所） 

１ 趣旨 
  北本都市計画事業久保特定土地

区画整理事業の事業計画の第４回

変更に伴い、施行地区に含まれる

地域の名称を変更するとともに、

規定の整備をするもの 
２ 内容 
 ⑴ 施行地区に含まれる地域の名

称の変更（第３条） 
 ⑵ 規定の整備（第１条） 
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令和７年第２回定例会 

３ 施行期日 
  北本都市計画事業久保特定土地

区画整理事業の事業計画の第４回

変更の公告の日ほか 
４１ 市道の路線の認定について 

（都市整備部建設課） 
１ 趣旨 
  開発行為により設置された公共

施設の用に供する土地が都市計画

法第４０条第２項の規定に基づき

市に帰属したことに伴い、路線を

認定するもの 
２ 内容 

⑴ 市道６４４３号線 
   Ｌ＝１６４．０６ｍ 
   Ｗ＝５．００ｍ 

⑵ 市道６４４４号線 
   Ｌ＝４８．０８ｍ 
   Ｗ＝５．００ｍ 

４２ 教育委員会委員の任命につ

いて 
（政策推進部市長公室） 

現委員の久保田篤正氏の任期満了

に伴い、新たに髙橋和美氏を任命す

るため議会の同意を求めるもの 
４３ 監査委員の選任について 

（政策推進部市長公室） 
現委員の山田順司氏の任期満了に

伴い、引き続き同氏を選任するため

議会の同意を求めるもの 

４４ 人権擁護委員候補者の推薦

について 
（総務部人権推進課） 

現委員の髙橋淑子氏の任期満了に

伴い、引き続き同氏を推薦するため

議会の意見を求めるもの 
４５ 人権擁護委員候補者の推薦

について 
（総務部人権推進課） 

現委員の岩渕正子氏の任期満了に

伴い、新たに西山宏氏を推薦するた

め議会の意見を求めるもの 
４６ 令和７年度北本市一般会計

補正予算（第３号） 
（各部課） 

１ 趣旨 
⑴ 補正前の額 

   ２８０億１，１６０万７千円 
  ⑵ 補正後の額 
   ２８４億２，４８０万９千円 

歳入歳出それぞれ４億１，３２

０万２千円を追加 
２ 内容 
  歳出については、新たな事務事
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令和７年第２回定例会 

業費等の計上に伴う所要額の補正

を行い、歳入については、国庫支

出金等の所要額の補正を行うとと

もに、財政調整基金繰入金を増額

し、補正予算収支の均衡を図っ

た。 
４７ 令和７年度北本市介護保険

特別会計補正予算（第１

号） 
（福祉部高齢介護課） 

１ 趣旨 

 ⑴ 補正前の額 

   ６３億３，９５０万円 

 ⑵ 補正後の額 

   ６３億４，０５８万９千円 

歳入歳出それぞれ１０８万９千

円を追加 

２ 内容 

  歳出については、介護保険料等

の所得基準の改正に伴うシステム

改修に要する経費を計上し、歳入

については、国庫支出金の所要額

の補正を行うとともに、保険給付

費支払基金繰入金を増額し、補正

予算収支の均衡を図った。 
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令和７年第２回定例会 

報告の概要 
報告

番号 件    名 要    旨 

５ 専決処分の報告について

（北本市障害福祉サービス

事業所設置及び管理条例の

一部改正について） 
（福祉部障がい福祉課） 

１ 概要 
  障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律の

一部改正に伴い当然に必要とされ

る規定の整備について、地方自治

法第１８０条第１項の規定により

専決処分したので、同条第２項の

規定により報告するもの 
２ 専決処分の日 

 令和７年５月２２日 
６ 令和６年度北本市一般会計

予算繰越明許費の繰越計算

書の報告について 
（福祉部共生福祉課、こど

も健康部健康づくり課、教

育部教育総務課） 

令和６年度北本市一般会計補正予

算の物価高騰対策給付金給付事業等

に係る繰越明許費の繰越計算書につ

いて、地方自治法施行令第１４６条

第２項の規定により報告するもの 

７ 令和６年度北本都市計画事

業久保特定土地区画整理事

業特別会計予算繰越明許費

の繰越計算書の報告につい

て 
（都市整備部久保土地区画

整理事務所） 

令和６年度北本都市計画事業久保

特定土地区画整理事業特別会計補正

予算の久保特定土地区画整理事業に

係る繰越明許費の繰越計算書につい

て、地方自治法施行令第１４６条第

２項の規定により報告するもの 
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令和７年第２回定例会 

追加議案の概要 
議案 
番号 件    名 要    旨 

４８ 特別職の職員で非常勤のも

のの報酬及び費用弁償に関

する条例の一部改正につい

て 
（選挙管理委員会事務局） 

 

１ 趣旨 
  国会議員の選挙等の執行経費の

基準に関する法律の一部改正を踏

まえ、選挙長等に係る報酬額を引

き上げるもの 
２ 内容 

選挙長等に係る報酬額の引上げ

（別表） 

３ 施行期日 
公布の日 

４９ 工事請負契約の締結につい

て 
（都市整備部建設課） 

 
 
 
 
 

１ 契約の目的 
北本駅東口駅前広場シェルター

整備工事 
２ 契約の方法 
  一般競争入札 
３ 契約の金額 
  ２８０，７２０，０００円 
４ 契約の相手方 
  北本市北本４丁目２７３番地 
  株式会社川村建設工業 
  代表取締役 川村 和久 

５０ 令和７年度北本市一般会計

補正予算（第４号） 
（市民経済部環境課、選挙

管理委員会事務局） 

１ 趣旨 
⑴ 補正前の額 

   ２８０億１，１６０万７千円 
  ⑵ 補正後の額 
   ２８０億５，７８０万２千円 

歳入歳出それぞれ４，６１９万

５千円を追加 
２ 内容 
  歳出については、参議院議員通

常選挙に要する経費を増額すると

ともに、水道料金軽減支援事業に

要する経費を計上し、歳入につい

ては、国庫支出金等の所要額の補

正を行うとともに、財政調整基金
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令和７年第２回定例会 

繰入金を増額し、補正予算収支の

均衡を図った。 
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１／２ 

令和７年第２回北本市議会定例会請願文書表 

 

受 理 番 号 議請第２号 

受 理 年 月 日 令和７年５月２６日 

件 名 
国に対し「インボイス制度を廃止することを求める意見

書」の提出を求める請願 

 

請願者の住所 

 

及 び 氏 名 

 

 

請 願 の 趣 旨 別記のとおり 

紹介議員氏名 湯 沢 美 恵、毛 呂 一 夫、中 村 洋 子 

 

【請願趣旨】 

原油価格、原材料の高騰と急激な円安による物価高騰が国民生活に大きな

打撃を与えています。値上げは、食品をはじめ、外食、日用品、家電、公共

料金などあらゆるものに及び、また、労働者の実質賃金は減り続け、物価だ

けが上がるという最悪の状況です。 

経済対策として世界では多くの国や地域が付加価値税（消費税）の税率を

引き下げており、日本も消費税の見直しに踏み出すべきです。 

消費税のインボイス制度が、小規模事業主、フリーランス、俳優・声優、

アニメーターなど幅広い人たちから導入反対の声が上がるなか、令和５年10

月１日開始されました。 

この間、インボイス未登録事業者への取引停止や値引き、消費税分の代金

不払いも発生しています。こうした行為は独占禁止法等の違反となり許され

ませんが、元請に対して弱い立場にある下請け事業者は声を上げられず我慢

するという現状もあります。景気が戻らない中、過大な事務負担や納税を迫

られ、廃業を考えているという事業者も出てきています。 

インボイスを「事業者に過度な負担を与える制度」として、埼玉県12月議

会では、「適格請求書等保存方式（インボイス制度）の廃止等を求める意見

書」が、佐賀県３月議会では、「適格請求書等保存方式（インボイス制度）

の見直しを求める意見書」がそれぞれ可決されています。県内市町村の３月

議会においても、12の自治体で採択され、９の自治体から国に意見書が提出

されています。 

小規模事業者の経営の持続化や地域経済の活性化の重要性を考えると、イ

ンボイス制度そのものを廃止することが最良であると言わざるを得ません。 

私たちは、住民の暮らし、地域経済、地方自治体に深刻な打撃を与えるイ

ンボイス制度を廃止することを強く求めます 

よって、地方自治法第 99条の規定に基づき「インボイス制度廃止」の意
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２／２ 

 

見書を国に対して提出することを求めます。 

 

【請願事項】 

インボイス制度を廃止することを求める意見書を国に提出してください。 

13



議提第５号 

 

 

インボイス制度の廃止を求める意見書 

 

 

会議規則第１４条の規定により、インボイス制度の廃止を求める意見書を

次のとおり提出する。 

 

 

  令和７年６月２７日 提出 

 

提出者 北本市議会議員  湯 沢 美 恵 

賛成者 北本市議会議員  毛 呂 一 夫 

賛成者 北本市議会議員  中 村 洋 子 

                  

                  

 北本市議会議長 保 角 美 代  様 
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インボイス制度の廃止を求める意見書 

 

一昨年 10 月に、複数税率に対応した仕入税額控除の方式として適格請求

書等保存方式（インボイス制度）が導入された。 

この制度では、適格請求書（インボイス）発行事業者ではない事業者との

取引については、仕入税額控除ができない。そのため、主に小規模事業者や

個人事業者である免税事業者は、取引先からインボイス発行事業者となって、

適格請求書発行を求められ、発行できない場合は、不当な値下げや取引の打

切りを求められることが起きている。また、インボイス発行事業者になると

課税事業者となり、消費税の申告・納付が義務づけられ、税負担と事務負担

の二重の負担を負うこととなった。 

制度導入にあたっては、インボイス発行事業者になった場合に令和８年９

月までは納税額を２割軽減するなどの経過措置や、税務署での相談体制の構

築など事業者支援措置が講じられているが、小規模事業者などからは、減収

や税負担の増によって経営状況が悪化したとの切実な声が上がっており、イ

ンボイスに係る経理事務が過大な負担になっていて、事業活動への深刻な影

響は決して看過できるものではない。 

また、エネルギー価格や原材料費等の物価高騰が長期化し、人材不足が深

刻化する中で、経営環境は一層の厳しさを増しており、インボイス制度導入

後の小規模事業者等の苦境や昨今の経営をとりまく環境に鑑みれば、国の支

援措置の拡充だけではもはや不十分であり、小規模事業者等の経営の持続化

や経済の活性化の重要性を考えると、今やインボイス制度そのものを廃止す

ることが最良の策であると言わざるを得ない。 

また、電子帳簿保存法によって、契約書などの電子データを一定の形態で

保存する等を義務付ける電子帳簿等保存制度は、特に小規模事業者からは事

務があまりにも煩雑で、事業活動に支障が生じかねないとの声が上がってい

る。 

 よって、国においては、インボイス制度等の事業者に過度な負担を与える

制度を早急に廃止することを強く要望する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

提出先 

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、 

経済産業大臣、内閣官房長官、経済財政政策担当大臣 
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